
事務事業評価調書

県内私立高校の募集定員
充足率
（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 92.9% 86.7%

[0千円] [0千円]

(81.0%) (100.0%)

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 96.2 100.0 100.0 100.0

評
　
　
価

・補助金の算定方法については、人件費を中心とした経常的経費の1/2以下としている。人件費(教員等)単価
については、公立換算を行うとともに、維持管理費の節減努力を期待し補助単価を縮減する等、各学校法人
の経営努力を誘導する内容となっている。
・幼稚園を母体とする認定こども園の支援は、私学助成水準の範囲内で実施。
・第３次行革プランにより、高等学校の地方交付税措置単価に含まれている授業料軽減補助分の段階的な削
減を行ってきた。
・定員充足率の向上に寄与するとともに、今後も、生徒・保護者による県内私立学校の選択を促進するもの
と考える。

３
年
目
の
見
直
し

－

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

[0千円] [0千円]

(単位当たりコスト) (247,079 千円) (251,146 千円) (267,186 千円)

達成率(見込) － － － －

100.0

(211,482 千円)

［うち事業拡大分］

実 績 ( 見 込 ) 89.4 86.7 (81) (100)

従事人員 3.0人

22,088,864 千円 21,774,347 千円 21,642,071 千円 21,148,181 千円

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

3.0人

総コスト（①＋②）
従事人員 3.0人 従事人員 3.0人 従事人員 3.0人

1,635 千円 1,644 千円 1,635 千円

0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (3,248,962千円) (3,230,816千円) (3,293,591千円)

(その他) (0千円) (0千円) (0千円)

(3,220,991千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(一般財源) (18,812,791千円) (18,517,500千円) (18,321,768千円) (17,900,241千円)

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班
私学教育課私学教育班
幼児教育・教育振興班

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

補助金・交付金 22,061,753 千円 21,748,316 千円 21,615,359 千円 21,121,232 千円

事 業 名 私立学校経常費補助金等（昭和44年度～） 連 絡 先 078-362-3104、3105

事業費①

0 千円

委託料 0 千円 0 千円

－

22,061,753 千円 21,748,316 千円 21,615,359 千円 21,121,232 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円 0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円

賞与引当金繰入額     b 1,644 千円

－

26,712 千円 26,949 千円

職員給与費　　　　   a 23,523 千円 23,448 千円 23,124 千円 23,085 千円

人件費②（a＋b＋c）

退職手当引当金繰入額 c 1,953 千円 939 千円 1,953 千円 2,220 千円

従事人員 3.0人

27,111 千円 26,031 千円

従事人員 3.0人 従事人員 3.0人 従事人員
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施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 私学教育課私学教育班

事 業 名 私立学校経常費特別補助（平成6年度～） 連 絡 先 078-362-3104

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

[うち事業拡大分] [13,739千円] [15,053千円] [16,880千円] [21,080千円]

事業費① 92,560 千円 107,721 千円 122,640 千円

0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

122,640 千円

143,720 千円

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

143,720 千円

貸付金 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (46,280千円) (53,860千円)

補助金・交付金 92,560 千円 107,721 千円

0 千円

経

費

内

訳

(0千円)

(一般財源) (46,280千円) (53,861千円) (61,320千円) (71,860千円)

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(61,320千円)

(その他) (0千円) (0千円) (0千円)

(71,860千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

2,711 千円 2,603 千円 2,671 千円 2,695 千円

職員給与費　　　　   a 2,352 千円 2,345 千円 2,312 千円 2,309 千円

賞与引当金繰入額     b 164 千円 164 千円 164 千円 164 千円

退職手当引当金繰入額 c 195 千円 94 千円 195 千円 222 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

95,271 千円 110,324 千円 125,311 千円 146,415 千円

29年度
実績

30年度
実績

89.4 86.7 (81) (100) －

[211千円]

(1,464 千円)

[208千円]

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

100.0 100.0

県内私立高校の募集定員
充足率

（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

目 標

達成率(見込) 92.9% 86.7% (81.0%)

96.2 100.0 100.0

－ －

－ －

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分

(100.0%)

(単位当たりコスト) (1,066 千円) (1,272 千円) (1,547 千円)

［うち事業拡大分］ [154千円] [174千円]

実 績 ( 見 込 )

0 0

［うち事業拡大分］ [55千円] [62千円]

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・学校教育の個性化・多様化を図る教育改革の推進のため、私立学校が行う生徒指導の充実や食育・防災教育等
の特別教育に対する支援が必要である。
・学校教育の個性化・多様化を図る教育改革の推進に補助することにより、充足率は80％以上を維持している。
・いじめの発生件数（認知件数）については、引き続き生徒指導の充実を図ることで、減少を目指す。

３
年
目
の
見
直
し

－

(単位当たりコスト) (380 千円) (456 千円) － －
いじめの発生件数
（認知件数）

目 標 0 0 0

実 績 ( 見 込 ) 251 242 －
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達成率(見込) 67.4% 65.0% (65.3%) (65.5%)

評
　
　
価

・専修学校高等課程は後期中等教育の一翼を担っていること、専修学校専門課程は職業教育機関として社会
に貢献していること、各種学校は生涯学習機関として社会に貢献していることを踏まえ、学校経営基盤の強
化を支援し、その振興を図るための補助は必要である。
・生徒１人あたりの単価を設定し、その総額を効果的・効率的に配分しており、私立専修学校等の健全な運
営と県民生徒の多様な進路選択に寄与している。
・H22年度以降、就職に必要な技術を修得することができる専修学校への進学者は増加傾向にあり、今後も職
業教育・専門教育の重要性は高まっていくものと考えられる。

３
年
目
の
見
直
し

－

目 標 100 100 100 100

［うち事業拡大分］ [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

100

実 績 ( 見 込 ) 71.0 67.8 (69.2) (69.5)

県内私立各種学校の募集
定員充足率

目 標 100 100 100 100

(単位当たりコスト) (4,513 千円) (4,656 千円) (5,084 千円)

100

実 績 ( 見 込 ) 52.9 55.0 (51.2) (51.5) －

県内私立専修学校専門課
程の募集定員充足率

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達成度を
示す指標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

－

県内私立専修学校高等課
程の募集定員充足率

目 標 100 100 100 100 100

実 績 ( 見 込 ) 52.0

(5,131 千円)

２年度
目標

最終目標

【年度】

51.1 (46.2) (50.0) －

元年度
見込

従事人員 0.9人 従事人員 0.9人

304,175 千円 302,643 千円 332,014 千円 336,085 千円

退職手当引当金繰入額 c 586 千円 282 千円 586 千円 666 千円

総コスト（①＋②）

6,937 千円 6,926 千円

賞与引当金繰入額     b 491 千円 493 千円 491 千円 493 千円

従事人員 0.9人 従事人員 0.9人

職員給与費　　　　   a 7,057 千円 7,034 千円

8,134 千円 7,809 千円 8,014 千円 8,085 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.9人 従事人員 0.9人 従事人員

0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

0.9人 従事人員 0.9人

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(一般財源) (296,041千円) (294,834千円) (324,000千円) (328,000千円)

(0千円)

(その他) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班
私学教育課
幼児教育・教育振興班

事 業 名 私立専修学校等補助事業 (平成4年度～) 連 絡 先 078-362-3138

0 千円

328,000 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 296,041 千円 294,834 千円 324,000 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

328,000 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

補助金・交付金 296,041 千円 294,834 千円 324,000 千円
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達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・生徒１人あたりの単価を設定し、その総額を効果的・効率的に配分しており、外国人学校の健全な運営と在籍す
る生徒等の経済的負担軽減に寄与している。
・平成26年度から、各校における教育充実の取組みを支援するため、補助の一部については、教育内容に応じて算
定するよう交付基準を見直している。
・外国人学校の生徒数が減少傾向にあるため、達成度は50％を下回っているが、今後も県内の外国人学校が生徒・
保護者に魅力ある学校として支持・選択され、より多くの生徒を受け入れることができるよう、引き続き外国人学
校への支援を行う。

３
年
目
の
見
直
し

－

－ －

(単位当たりコスト) － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

－

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

－

(6,699 千円) (6,675 千円)

[0千円]

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － －

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

外国人学校の就学機会の
確保（募集定員充足率）

目 標

達成率(見込) 41.0% 41.0%

100

実 績 ( 見 込 ) 41 41 (41) (41) －

［うち事業拡大分］ [0千円] [0千円]

(41.0%) (41.0%)

(単位当たりコスト) (7,115 千円) (6,527 千円)

100 100 100 100

[0千円]

退職手当引当金繰入額 c 195 千円 94 千円 195 千円 222 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

274,671 千円 273,695 千円

従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

291,711 千円 267,603 千円

職員給与費　　　　   a 2,352 千円 2,345 千円 2,312 千円 2,309 千円

賞与引当金繰入額     b 164 千円 164 千円 164 千円 164 千円

2,711 千円 2,603 千円 2,671 千円 2,695 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

0.3人 従事人員 0.3人

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(一般財源) (289,000千円) (265,000千円) (272,000千円) (271,000千円)

(0千円)

(その他) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 私学教育課幼児教育・教育振興班

事 業 名 外国人学校振興費補助事業 (平成4年度～) 連 絡 先 078-362-3138

0 千円

271,000 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 289,000 千円 265,000 千円 272,000 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

271,000 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

補助金・交付金 289,000 千円 265,000 千円 272,000 千円
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達 成 率 ( 見 込 ) － － － －

評
　
　
価

・低所得者世帯の者であっても、社会で自立し、活躍することができる人材を育成する大学等に修学することができる
よう、経済的負担を軽減することで急速な少子化の進展への対処に寄与する。
・H22年度以降、就職に必要な技術を修得することができる専門学校への進学者は増加傾向にあり、今後も職業教育・
専門教育の重要性は高まっていくものと考えられる。

３
年
目
の
見
直
し

－

－ －

(単位当たりコスト) － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

－

[うち事業拡大分] － － － [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

－

－ (20,991 千円)

－

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － －

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

機関要件を満たす私立専
門学校数（累計）

目 標

達 成 率 ( 見 込 ) － －

66

実 績 ( 見 込 ) － － (35) (54) －

［うち事業拡大分］ － －

－ －

(単位当たりコスト) － －

－ － － 66

[0千円]

退職手当引当金繰入額 c － － － 1,480 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人

－ 1,133,498 千円

従事人員 0.0人 従事人員 2.0人

－ －

職員給与費　　　　   a － － － 15,390 千円

賞与引当金繰入額     b － － － 1,096 千円

－ － － 17,966 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

－ 従事人員 2.0人

(557,766千円)

(県債) － － － (0千円)

(0千円)

(一般財源) － － － (557,766千円)

－

(その他[         ]) － － －

その他需用費等 － － －

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 私学教育課幼児教育・教育振興班

事 業 名 私立専門学校の授業料等の減免 (令和２年度～) 連 絡 先 078-362-3138

0 千円

1,115,532 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － －

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① － － －

委託料 － － － 0 千円

1,115,532 千円

貸付金 － － － 0 千円

補助金・交付金 － － －
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達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・募集定員充足率は目標値である100％には届いていないが、本事業と国の就学支援金制度及び私立高等学校等
奨学給付金制度による効果とあいまって、保護者の経済的負担の軽減により概ね80％程度の定員充足率の維持に
寄与している。
・さらなる保護者の経済的負担の軽減のため、令和２年度から年収270万円～590万円世帯について国の就学支援
金と合わせて県内平均授業料までを補助し、年収590万円～910万円世帯も新たに県単独加算を行う。

３
年
目
の
見
直
し

－

－ －

(単位当たりコスト) － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

－

[うち事業拡大分] [79,953千円] [164,595千円] [153,340千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

－

(12,575 千円) (7,892 千円)

[1,893千円]

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － －

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

県内私立高等学校の募集
定員充足率

（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

目 標

達成率(見込) 92.9% 86.7%

100.0

実 績 ( 見 込 ) 89.4 86.7 (81) (100) －

［うち事業拡大分］ [894千円] [1,898千円]

(81.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (7,139 千円) (9,256 千円)

96.2 100.0 100.0 100.0

[0千円]

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

1,018,576 千円 789,151 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

638,235 千円 802,470 千円

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(一般財源) (629,198千円) (793,793千円) (1,009,672千円) (780,168千円)

(0千円)

(その他) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 私学教育課私学教育班

事 業 名 私立高等学校等生徒授業料軽減補助　(昭和43年度～) 連 絡 先 078-362-3104

0 千円

780,168 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 629,198 千円 793,793 千円 1,009,672 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

780,168 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

補助金・交付金 629,198 千円 793,793 千円 1,009,672 千円
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総コスト（①＋②）
従事人員

8,677 千円

従事人員 1.0人 従事人員

8,904 千円 8,983 千円

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

人件費②（a＋b＋c）
1.0人 従事人員

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 私学教育課私学教育班

0 千円

補助金・交付金 559,597 千円

事 業 名 私立高等学校等奨学給付金事業　(平成26年度～) 連 絡 先

536,388 千円 559,149 千円 550,433 千円

078-362-3104

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

536,388 千円 559,149 千円 550,433 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (186,532千円) (178,796千円) (186,383千円)

(その他) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (373,065千円) (357,592千円) (372,766千円) (366,956千円)

(183,477千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

568,634 千円 545,065 千円 568,053 千円 559,416 千円

1.0人

1.0人 従事人員 1.0人

740 千円

従事人員 1.0人

9,037 千円

651 千円

[うち事業拡大分] [47,460千円] [1,557千円] [17,853千円] [4,971千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

96.2 100.0 100.0目 標 100.0100.0

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

0 千円

２年度当初予算額

事業費① 559,597 千円

－

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

－ － －

30年度
実績

[220千円] [50千円]

(6,361 千円) (6,287 千円) (7,013 千円)

－

(5,594 千円)

86.7%

[531千円] [18千円]

(81.0%) (100.0%)

実 績 ( 見 込 ) 89.4 86.7 (81) (100)

－

評
　
　
価

・募集定員充足率は目標値である100％に届いていないが、本事業と国の就学支援金制度及び本県授業料軽減補
助制度による効果とあいまって、保護者の経済的負担の軽減により概ね80％程度の定員充足率の維持に寄与して
いる。
・さらなる保護者負担の軽減のため、令和２年度は全日制高校に通う非課税世帯の第一子単価について拡充する
こととしている。

３
年
目
の
見
直
し

－

達成率(見込) － －

(単位当たりコスト)

－ －

県内私立高等学校の募集
定員充足率

（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI）） ［うち事業拡大分］

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 92.9%

(単位当たりコスト) － － － －

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標
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達成率(見込) 107.5% 109.9% (97.1%) (93.0%)

評
　
　
価

・個性や魅力あふれる教育を提供する私学の情報を私学展を通して効果的に提供することで多様な進路選択の要
望に応えることを目的としており、私学展、私学フェスティバルとも、前年並み以上の参加者があり、情報発信
の場として定着してきている。
・私学フェスティバル(神戸会場)については多くの来場者が集まり、進学相談だけでなく私学の魅力も含め、来
場者にＰＲできる場となっている。

３
年
目
の
見
直
し

－

17,000 18,000

(単位当たりコスト) (1 千円) (1 千円) (1 千円)

［うち事業拡大分］ [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

【令和4年度】

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

(1 千円)

(90 千円) (73 千円)

[0千円]

20,000

実 績 ( 見 込 ) 16,130 (17,584) (16,510) (16,740)

私学展、私学フェスティバ
ル来場者

目 標 15,000 16,000

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

県内私立高校の募集定員
充足率

（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

目 標

達成率(見込) 92.9% 86.7%

100.0

実 績 ( 見 込 ) 89.4 86.7 (81) (100) －

［うち事業拡大分］ [0千円] [0千円]

(81.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (82 千円) (83 千円)

96.2 100.0 100.0 100.0

[0千円]

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

7,281 千円 7,297 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

7,307 千円 7,236 千円

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(一般財源) (5,500千円) (5,500千円) (5,500千円) (5,500千円)

(0千円)

(その他) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 私学教育課私学教育班

事 業 名 ひょうごの私学の魅力発信＆元気アップ事業(平成25年度～) 連 絡 先 078-362-3104

0 千円

5,500 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 5,500 千円 5,500 千円 5,500 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

5,500 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

補助金・交付金 5,500 千円 5,500 千円 5,500 千円
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施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 青少年課青少年育成班

事 業 名 ひょうごっ子・ふるさと塾事業(平成25年度～) 連 絡 先 078-362-3143

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 9,280 千円 9,108 千円 9,108 千円 9,100 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

9,000 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 9,030 千円 9,000 千円 9,000 千円

(0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 250 千円 108 千円 108 千円 100 千円

(0千円)

(一般財源) (9,280千円) (9,108千円) (9,108千円) (9,100千円)

0.6人 従事人員 0.6人

5,423 千円 5,207 千円 5,343 千円 5,390 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員

職員給与費　　　　   a 4,705 千円 4,690 千円 4,625 千円 4,617 千円

賞与引当金繰入額     b 327 千円 329 千円 327 千円 329 千円

退職手当引当金繰入額 c 391 千円 188 千円 391 千円 444 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人

100 100

従事人員 0.6人 従事人員 0.6人

14,703 千円 14,315 千円 14,451 千円 14,490 千円

－ －

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

100

実 績 ( 見 込 ) 168 149 (151) (155)【令和２年度】

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

目 標

評
　
　
価

・次代を担う青少年の「ふるさと意識」の醸成のため、青少年が身の回りの自然や文化等を体感することを
通じて、地域の魅力に関心を持つことが期待できる。
・青少年団体の有するノウハウを生かした取組を進めるとともに、各団体のニーズの把握に努め、効果的な
事業実施となるよう見直しを行っていく。
・今後もふるさと兵庫を実感する人を増やし、青少年の兵庫への愛着をさらに深めるため、事業を継続実施
する。

３
年
目
の
見
直
し

－

－

達成率(見込) 168.0% 149.0% (151.0%) (155.0%)

実施件数
（地域創生戦略推進に係る
アクションプラン）
（全県ビジョン推進方策
フォローアップ指標）
（安全元気ふるさとひょうご
実現プログラム）

100 100

(単位当たりコスト) (88 千円) (96 千円) (96 千円) (93 千円)

［うち事業拡大分］ －
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ほっとらいん相談件数

来所相談件数

(単位当たりコスト) (19 千円) (24 千円) (21 千円)

(88.0%)

実 績 ( 見 込 )

(単位当たりコスト) (14 千円)

(22 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 95.1% 74.2% (88.0%)

(100.0%)

1,300 1,300 1,500 1,500

1,597 (1,500) (1,500)

評
　
　
価

・ひきこもり相談窓口の拠点を設置することで、支援を必要とする当事者や家族へ、県内の様々な支援窓口や
居場所等の情報提供を行うことができる。
・H30年度のほっとらいん相談実績は前年度と比べて減少しているが、R１年度はひきこもり問題に対する社会
的関心の高まりを受け回復傾向にあることや、来所を含めた地域ブランチでの相談件数は一定数を保っている
ことから、相談支援は依然必要と考えられる。30年度からは、潜在するひきこもり者を早期に発見・支援へつ
なぐ体制を地域全体で構築するため、地域住民を対象としたサポーター養成研修を実施している。

３
年
目
の
見
直
し

実 績 ( 見 込 ) 1,189 927 (1,100) (1,100)

達成率(見込) 122.5% 122.8% (115.4%)

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

(14 千円) (15 千円)

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

目 標 1,300

1,593

２年度
目標

最終目標

【年度】

目 標 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250

(16 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

事業費① 13,507 千円 13,804 千円 13,882 千円 14,701 千円

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

22,544 千円 22,481 千円 22,786 千円 23,684 千円

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (6,753千円) (6,902千円)

1.0人 従事人員 1.0人

(6,870千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(一般財源) (6,754千円) (6,902千円) (6,942千円) (7,831千円)

(6,940千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 507 千円 654 千円 632 千円

0 千円

0 千円

委託料 13,000 千円 13,150 千円 13,250 千円 13,700 千円

事 業 名 兵庫ひきこもり相談支援センターの運営（平成26年度～） 連 絡 先 078-362-3143

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 青少年課青少年育成班

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円

1,001 千円

２年度当初予算額



事務事業評価調書

達成率(見込) － － － (100.0%)

評
　
　
価

・令和３年４月の開学に向け、認知拡大のために効果的な普及啓発の取組を実施することにより、確実な学生確
保につなげる必要がある。
・令和元年度から進路選択の機会を捉えて進学相談会へのブース出展や進学情報WEBサイト等の活用等を行った
結果、認知度が上昇し、単位あたりコストが減少することで事業効果の高まりが見られる。
・開学（予定）の前年度である令和２年度においては、引き続き効果的な広報を実施するとともに、新設大学と
して全国的な広報を展開し出願につなげていく。

３
年
目
の
見
直
し

－

－ 180,000

(単位当たりコスト) － － －

［うち事業拡大分］ － － － [0千円]

[うち事業拡大分] － [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

(1 千円)

(155 千円) (152 千円)

[0千円]

－

実 績 ( 見 込 ) － － (180,000)

専門職大学公式ホーム
ページのPV数

※R2年度は、学生確保の
見直し等に関するアンケー
ト調査を実施しないため、
指標を見直し

目 標 － －

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

高校生を対象とする普及事
業（高校生向けプレカレッ
ジ（専門職大学模擬講義）
及び進学相談会）への参
加者数

（ひょうご教育創造プラン）

目 標

達成率(見込) － 90.0%

－

実 績 ( 見 込 ) － 27 (147) (250)

［うち事業拡大分］ － [0千円]

(122.5%) (100.0%)

(単位当たりコスト) － (260 千円)

－ 30 120 250

[0千円]

退職手当引当金繰入額 c － 125 千円 456 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 0.4人

22,787 千円 37,983 千円

従事人員 0.7人 従事人員 1.0人

－ 7,017 千円

職員給与費　　　　   a － 3,126 千円 5,396 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b － 219 千円 382 千円 548 千円

－ 3,470 千円 6,234 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 0.4人 従事人員

7,407 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － (0千円)

0.7人 従事人員 1.0人

(0千円)

(県債) － (0千円) (0千円) (0千円)

(14,500千円)

(一般財源) － (1,774千円) (8,277千円) (14,500千円)

(0千円)

(その他[地方創生基金繰入
金、豊岡市負担金])

－ (1,773千円) (8,276千円)

その他需用費等 － 0 千円 8,611 千円

施 策 体 系 未来に挑む人づくり、交流五国 所 管 課 班 専門職大学準備課 管理班

事 業 名 専門職大学普及啓発事業 連 絡 先 078-362-3601

0 千円

29,000 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － 0 千円 0 千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① － 3,547 千円 16,553 千円

委託料 － 3,547 千円 7,942 千円 21,593 千円

0 千円

貸付金 － 0 千円 0 千円 0 千円

補助金・交付金 － 0 千円 0 千円
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事 業 名
大学キャリアセンターと連携した県内大学生の地元就職促
進プロジェクト（平成27年度経済対策補正～）

連 絡 先 078-362-3368

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 大学課 連携教育推進班

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

868 千円 891 千円 899 千円

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

人件費②（a＋b＋c）
従事人員

5,984 千円 5,984 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

5,984 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 6,420 千円 5,868 千円

事業費① 6,420 千円 5,868 千円 5,984 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (3,210千円) (2,934千円) (2,992千円)

(その他[地域創生基金繰入金]) (0千円) (2,934千円) (2,992千円)

(2,992千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(一般財源) (3,210千円) (0千円) (0千円) (2,992千円)

0.1人

904 千円

0.1人 従事人員 0.1人

7,324 千円 6,736 千円 6,875 千円 6,883 千円

従事人員

0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0.1人 従事人員 0.1人

65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

従事人員

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

【令和6年度】

総コスト（①＋②）

退職手当引当金繰入額 c

事業への参加者数

（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

－

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

目 標 31.6% 32.3% 33.0% 33%

[0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

達成率(見込) 91.8% 87.9%

(単位当たりコスト) (253 千円) (237 千円) (235 千円)

実 績 ( 見 込 ) 29.0% 28.4% (29.3%)

目 標 768人 884人 1000人 1000人

［うち事業拡大分］ [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

達成率(見込) 107.4% 99.5% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・大学キャリアセンターと県内中小企業等が意見交換を行う機会を設けることで、大学キャリアセンター職員の
県内中小企業への理解が深まり、学生への県内企業の魅力発信に繋がっている。
・目標には及ばないものの、就職売り手市場の中、3割近い県内就職率（達成率87.9％）を確保している。
・本事業に対する県内企業からの期待も大きく、参加団体や企業が増え、協力企業は県下全域に拡大している。
・企業訪問において、阪神間の企業だけだなく、播磨地域(H29)、淡路地域(H30)、但馬地域（R1）の企業を訪問
することで、県内企業の理解促進とふるさと意識の醸成に繋がっている。

３
年
目
の
見
直
し

－

県内大学卒業生の県内企
業への就職率

（地域創生戦略事業進捗
指標（総括KPI））

1000人

［うち事業拡大分］

(29.3%)

(単位当たりコスト) (9 千円) (8 千円) (7 千円) (7 千円)

33.0%

(235 千円)

(88.8%) (88.8%)

実 績 ( 見 込 ) 825人 880人 1000人 1000人
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施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 大学課 連携教育推進班

事 業 名 ＨＵＭＡＰ構想推進費（平成12年度～） 連 絡 先 078-362-3368

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業費① 45,566 千円 46,910 千円 54,376 千円

0 千円

0 千円

委託料 45,566 千円 46,910 千円 54,376 千円 56,344 千円

0 千円

56,344 千円

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (16,603千円) (20,942千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円

0 千円

経

費

内

訳

(0千円)

(一般財源) (28,963千円) (5,026千円) (5,596千円) (56,344千円)

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(24,390千円)

(その他[地域創生基金繰入金]) (0千円) (20,942千円) (24,390千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

46,470 千円 47,778 千円 55,267 千円 57,243 千円

29年度
実績

30年度
実績

360 498 (362) (365)【令和4年度】

[0千円]

(157 千円)

[0千円]

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

365 370

アジア太平洋地域等との
間の短期留学生交流人数

（ひょうご教育創造プラン）

目 標

達成率(見込) 103.7% 142.3% (100.0%)

347 350 362

－

－ －

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分

(100.0%)

(単位当たりコスト) (129 千円) (96 千円) (153 千円)

［うち事業拡大分］ [0千円] [0千円]

実 績 ( 見 込 )

－ －

［うち事業拡大分］ － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・兵庫県地域とアジア・太平洋地域等の大学生や研究者の交流を促進することで、高等教育研究の活性化や水準
の向上が図られている。
・本事業に参加した留学生や研究者がホームページで体験記を発信することにより、日本文化の海外への発信等
にも貢献している。
・交流人口も目標（実績：毎年350件程度）を上回っており、昨年度は500人に迫るなど効果的に交流が実施でき
ており、引き続き目標達成に向けた取組みを実施する。
・インターンシップや短期留学のメニューを設けるなど、学生のニーズに合った事業展開が出来ている。

３
年
目
の
見
直
し

－

(単位当たりコスト) － － － －

目 標 － －

実 績 ( 見 込 ) － － －
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[3千円]

達成率(見込) 85.3% 94.3% (97.1%) (100.0%)

評
　
　
価

・近年、生活保護受給者数は減少傾向にあるものの、経済・生活問題を抱えている単身世帯の増加や高齢化の進展、ひとり親世帯
の増加、地域社会との関係性の希薄化により、生活保護に至らないものの、生活困窮に陥りやすい脆弱性を抱えた世帯の存在が指
摘されている。
・そのため、貧困の連鎖を断ち切るため、生活保護世帯を含む生活困窮世帯の子どもを対象に、子どもの学習支援事業を実施して
いるほか、就労による収入の増加を支援している。R2年度からは、子ども食堂応援プロジェクトにおいて補助対象の拡大、自立相
談支援事業において引きこもり者へのアウトリーチ支援員の配置、暮らし再建サポート事業において、就労準備支援事業の対象者
を生活保護受給者にも拡大する等、事業を拡充したところである。
・これらの事業につき、委託実施が可能な事業については、ノウハウを有するNPO等に委託することにより、費用を抑えるととも
に専門性を活用し効率的に実施しており、今後とも、社会情勢の変化を踏まえ、生活困窮者に対する生活保護に至る前段階におけ
る自立支援策の強化、被保護者に対する経済的自立を助長するための支援の実施は着実に推進していく必要がある。

３
年
目
の
見
直
し

－

(826 千円)

35

実 績 ( 見 込 ) 29 33 (34) (35) 【R2】

福祉事務所における新た
な生活困窮者自立支援事
業の実施（福祉事務所数）

目 標 34 35 35 35

(単位当たりコスト) (1,958 千円) (1,812 千円) (1,940 千円) (2,260 千円)

［うち事業拡大分］ － － －

95.3% 95.7%

［うち事業拡大分］ － － [48千円]

96.1%

実 績 ( 見 込 ) 94.1% 94.4% (95.3%) (95.7%) 【R3】

[112千円]

達成率(見込) 99.6% 99.5% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (603 千円) (633 千円) (692 千円)

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [4,532千円] [10,696千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
生活保護世帯に属する子
どもの高等学校等進学率
 R2～:活力あるふるさと兵
        庫実現プログラム
 ～R１:地域創生戦略に係
          るアクションプラン

目 標 94.5% 94.9%

56,783 千円 59,800 千円 65,952 千円 79,093 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

3,848 千円

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

職員給与費　　　　   a 3,921 千円 3,908 千円 3,854 千円

(0千円) (0千円) (0千円)

0.5人 従事人員 0.5人

4,520 千円 4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円

その他需用費等 5,432 千円 5,226 千円 5,629 千円 5,347 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (34,177千円) (35,747千円) (39,608千円)

(その他[ふるさとひょうご寄附金]) (2,600千円) (3,500千円) (3,000千円) (3,000千円)

(一般財源) (15,486千円) (16,214千円) (18,891千円) (20,984千円)

(50,617千円)

(県債) (0千円)

補助金・交付金 2,600 千円 3,500 千円 3,000 千円 3,000 千円

74,601 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 10,340 千円 10,800 千円 10,800 千円 14,138 千円

委託料 33,891 千円 35,935 千円

事業費① 52,263 千円 55,461 千円 61,499 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 生活支援課生活保護・自立支援班

事 業 名 生活困窮者自立支援法等関連事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-3183

42,070 千円 52,116 千円
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達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・職業型社会体験施設「キッザニア甲子園」を借り上げ、障害児等に職業体験の機会を提供し、参加者数は
年々増加傾向にある。
・事業の必要性・有効性については、障害児等に、働くことの大切さを学び未来の夢を育む機会を提供し、
職業体験を通じた社会参加の促進を図るために必要である。また、障害児及びその保護者等の交流促進やボ
ランティア活動の振興にも寄与する。
・事業コストに対する評価、見直し状況については、県と共催するキッザニアの福祉貢献事業として位置付
け、費用面での配慮等、特別措置により事業の充実を図る。
・今後も公益財団法人手をつなぐ育成会と連携し、参加者数300名の目標達成に向け取り組んでいく。

３
年
目
の
見
直
し

－

(26 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

300 300

［うち事業拡大分］ － － －

300

実 績 ( 見 込 ) 167 174 (186) (300)

－

達成率(見込) 55.7% 58.0% (62.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (46 千円) (44 千円) (41 千円)

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
障害児等の参加者数 目 標 300 300

7,704 千円 7,638 千円 7,661 千円 7,669 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円

(0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (3,400千円) (3,385千円) (3,385千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (3,400千円) (3,385千円) (3,385千円) (3,385千円)

(3,385千円)

(県債) (0千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

6,770 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 6,800 千円 6,770 千円

事業費① 6,800 千円 6,770 千円 6,770 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 ユニバーサル推進課社会参加支援班

事 業 名 障害児等職業体験事業（平成28年度～） 連 絡 先 078-362-4090

6,770 千円 6,770 千円
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－

達成率(見込) 119.4% 106.0% (103.1%) (100.0%)

評
　
　
価

・産業としてのものづくりの魅力、奥深さを伝え、将来の進路の一つとしてものづくりの現場で働くことの
意義を体得してもらうための効果的な事業である。

３
年
目
の
見
直
し

－

(647 千円)

12,000

実 績 ( 見 込 ) 11,943 12,720 (12,369) (12,000)

ものづくり体験学習参加者
数（人）
（ひょうご経済・雇用活性化
プラン）

目 標 10,000 12,000 12,000 12,000

(単位当たりコスト) (6 千円) (5 千円) (6 千円) (5 千円)

［うち事業拡大分］ － － －

100 100

［うち事業拡大分］ － － －

100

実 績 ( 見 込 ) 105 113 (106) (100)

－

達成率(見込) 105.0% 113.0% (106.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (646 千円) (617 千円) (672 千円)

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込(1月末)

２年度
目標

最終目標

【年度】
ものづくり体験館で体験活
動を行う中学校数（校）

目 標 100 100

67,786 千円 69,722 千円 71,280 千円 64,703 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

3,848 千円

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

職員給与費　　　　   a 3,921 千円 3,908 千円 3,854 千円

(0千円) (0千円) (0千円)

0.5人 従事人員 0.5人

4,520 千円 4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円

その他需用費等 4,580 千円 5,383 千円 6,647 千円 4,851 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[地域創生基金]) (62,736千円) (65,383千円) (66,827千円) (60,211千円)

(一般財源) (530千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(県債) (0千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

60,211 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 58,686 千円 60,000 千円

事業費① 63,266 千円 65,383 千円 66,827 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 能力開発課公共訓練班

事 業 名 ものづくり体験館体験事業（平成24年度～） 連 絡 先 078-362-3367

60,180 千円 55,360 千円
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施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 体育保健課学校体育班

事 業 名 オリンピック・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業（平成29年度～） 連 絡 先 078-362-3787

1,736 千円 1,736 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

6,440 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 44 千円 1,392 千円 3,610 千円 2,178 千円

委託料 0 千円 788 千円

事業費① 167 千円 2,718 千円 6,824 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 123 千円 538 千円 1,478 千円 2,526 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (2,718千円) (6,824千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (167千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(6,440千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

1,071 千円 3,586 千円 7,715 千円 7,339 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [1,014千円] [1,014千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
28年度
実績

29年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

30年度
見込

31年度
目標

最終目標

【年度】
教育推進校の認定数 目 標 － 19 19 19

［うち事業拡大分］ － － [56千円]

実 績 ( 見 込 ) － 3 (18) (19)

[53千円]

達成率(見込) － 15.8% (94.7%) (100.0%)

(単位当たりコスト) － (1,195 千円) (429 千円) (386 千円)

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・本県ではこれまで多数のオリンピック・パラリンピック選手を輩出しており、兵庫県の恵まれた人材を有
効に活用し2020年東京オリンピック・パラリンピックの機運醸成を図るとともに、スポーツの価値や効果の
再認識を通じ、国際的な視野を持って正解の平和に向けて貢献できる人材を育成するため、全県に教育推進
校を認定し、オリンピック・パラリンピック教育等の充実を図る。
・各地区の小学校・中学校・県立学校に教育推進校を指定し、学校の実情やニーズに応じてオリンピック・
パラリンピック教育を実施する。
・兵庫県ゆかりのオリンピアン・パラリンピアンを学校が指導する内容に応じて派遣できるよう支援する。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 体育保健課学校体育班

事 業 名 「体力アップひょうご」サポート事業（平成24年度～） 連 絡 先 078-362-3787

1,000 千円 1,000 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

7,789 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 1,624 千円 1,642 千円 1,663 千円 2,675 千円

委託料 1,000 千円 1,000 千円

事業費① 5,939 千円 5,687 千円 5,705 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 3,325 千円 3,045 千円 3,042 千円 4,114 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (5,939千円) (5,687千円) (5,705千円) (7,789千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

6,843 千円 6,555 千円 6,596 千円 8,688 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [2,000千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
昭和60年頃の子どもの体
力水準に達している項目
の割合（22項目）

目 標 50 50 － －

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 32 23 － －

－

達成率(見込) 63.6% 45.4% － －

(単位当たりコスト) － － － －

実 績 ( 見 込 ) － －
(小　33%)
(中　42%)
(高　55%)

(小　37%)
(中　45%)
(高　56%)

新体力テスト総合評価（Ａ+
Ｂ）の割合 目 標 － －

小　36%
中　44%
高　55%

小　37%
中　45%
高　56%

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

実 績 ( 見 込 ) 315 386 (453) (535)

(小 91.6%)
(中 95.4%)
(高 100.0%)

(小 100.0%)
(中 100.0%)
(高 100.0%)

目 標 325 395 465 535

３
年
目
の
見
直
し

－

96.9% 97.7% (97.4%) (100.0%)

評
　
　
価

　教科書がない小学校体育において、専門性に優れた地域の指導者を活用し児童の運動習慣を図るとともに、教員
の指導力を向上させていく必要がある。また、県内児童生徒の体力・運動能力について引き続き検証するため、調
査・分析を実施する必要がある。
　昭和60年頃の子どもの体力水準に達している項目の割合については、特に小学校の達成項目が低く、スポーツ推
進計画に示している目標値には届いていない。令和元年度からは指標を「新体力テスト総合評価（Ａ+Ｂ）の割
合」とし、引き続き、体力アップサポート派遣校の実践を周知させるとともに、令和２年度から新たに県平均を下
回る市町に対し体力アップアドバイザーを派遣するなど、小学生の体力向上を図る。

体力アップサポーター派遣
校数

(17 千円) (15 千円) (16 千円)

［うち事業拡大分］ － － － [4千円]

達成率(見込)

(単位当たりコスト) (22 千円)
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施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課 初等・中学校教育班

事 業 名 自然学校推進事業（昭和63年度～） 連 絡 先 078-362-3771

0 千円 0 千円

補助金・交付金 353,995 千円 355,466 千円 352,840 千円 345,822 千円

345,822 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 353,995 千円 355,466 千円 352,840 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (353,995千円) (355,466千円) (352,840千円) (345,822千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

363,032 千円 364,143 千円 361,744 千円 354,805 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
自然学校実施校数（地域
創生戦略推進に係るアク
ションプラン）

目 標 752 749 748 744

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 752 749 (748) (744)

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (0 千円) (486 千円) (484 千円) (477 千円)

実 績 ( 見 込 ) 95 98 (100) (100)

地域と協働してふるさとの
自然の良さに気づく学習プ
ログラムを実施した学校の
割合（２１世紀兵庫長期ビ
ジョンフォローアップ指標）

目 標 100 100 100 100

(単位当たりコスト) (3,813 千円) (3,716 千円) (3,617 千円) (3,548 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 95.2% 98.0% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

節目に検討委員会を設けてコスト面も含めて評価を行っている。また、実施にあたっては、事前・事後活動
の充実やキャリア教育の視点からの見直しなど改善を図りながら、効率的に事業を推進している。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課 初等・中学校教育班

事 業 名 環境体験事業（平成19年度～） 連 絡 先 078-362-3771

0 千円 0 千円

補助金・交付金 90,618 千円 89,886 千円 88,941 千円 88,588 千円

88,588 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 90,618 千円 89,886 千円 88,941 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (90,618千円) (89,886千円) (88,941千円) (88,588千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

99,655 千円 98,563 千円 97,845 千円 97,571 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
体験型環境学習実施校数
（地域創生戦略推進に係る
アクションプラン）

目 標 752 749 748 744

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 752 749 (748) (744)

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (133 千円) (132 千円) (131 千円) (131 千円)

実 績 ( 見 込 ) 95 98 (100) (100)

地域と協働してふるさとの
自然の良さに気づく学習プ
ログラムを実施した学校の
割合（２１世紀兵庫長期ビ
ジョンフォローアップ指標）

目 標 100 100 100 100

(単位当たりコスト) (1,047 千円) (1,006 千円) (978 千円) (976 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 95.2% 98.0% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

学校の身近な場所での活動支援のため、県民局や関係機関と連携し、学校の要望に応じた多様なボランティ
アや地域の支援者の紹介や、テーマ別プログラムの開発等を行うなど、実施に係るコスト面の効率化を図っ
ている。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班
高校教育課　生徒指導班
教育指導班（高校改革担当）

事 業 名 「兵庫型体験教育」を通じた”ふるさと意識”の醸成（平成10年度～） 連 絡 先
０７８－３６２－３７７８
０７８－３６２－３８１７

376,298 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料

事業費① 351,560 千円 358,799 千円 371,152 千円

10,517 千円 15,681 千円 4,849 千円 4,849 千円

補助金・交付金 298,826 千円 316,358 千円 304,211 千円 310,498 千円

その他需用費等 42,217 千円 26,760 千円 62,092 千円 60,951 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (129,692千円) (129,199千円) (130,405千円) (123,680千円)

(一般財源) (221,868千円) (229,600千円) (240,747千円) (252,618千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.5人 従事人員 0.5人

4,520 千円 4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

職員給与費　　　　   a 3,921 千円 3,908 千円 3,854 千円 3,848 千円

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

356,080 千円 363,138 千円 375,605 千円 380,790 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

高校生ふるさと貢献・活性
化活動に取り組んだ県立
高等学校数
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）

目 標 147校 147校 147校 147校

［うち事業拡大分］ － － －

147校

実 績 ( 見 込 ) 147校 147校 (147校) (147校)

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (2,422 千円) (2,470 千円) (2,555 千円) (2,590 千円)

実 績 ( 見 込 ) 100% 100% 100% 100%

トライやる・ウィークの公立
中学校の実施割合（全県
ビジョン推進方策フォロー
アップ指標）

目 標 100% 100% 100% 100%

(単位当たりコスト) (356,080 千円) (363,138 千円) (375,605 千円) (380,790 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

地域の教育力の低下や子どもの自然体験、社会体験の不足が指摘されている中、生徒一人一人が地域社会の一員と
しての自覚や態度を醸成し、豊かな人間性の涵養を図るため、生徒の発達段階に応じた体系的な兵庫型「体験教
育」の充実を図っていく必要がある。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班
高校教育課教育指導班
（高校改革担当）

事 業 名 県立高校の特色化の推進（平成22年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－３８１７

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

74,250 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 74,250 千円 74,250 千円 74,250 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 74,250 千円 74,250 千円 74,250 千円 74,250 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (74,250千円) (74,250千円) (74,250千円) (74,250千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.5人 従事人員 0.5人

4,520 千円 4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

職員給与費　　　　   a 3,921 千円 3,908 千円 3,854 千円 3,848 千円

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

78,770 千円 78,589 千円 78,703 千円 78,742 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

県立高校特色づくり推進事
業実施校数
（地域創生戦略推進に係る
アクションプラン）

目 標 147校 147校 147校 147校

［うち事業拡大分］ － － －

147校

実 績 ( 見 込 ) 147校 147校 (147校) (147校)

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (536 千円) (535 千円) (535 千円) (536 千円)

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － －

－

－

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・生徒・保護者の高校選択のニーズの変化などを踏まえ、生徒一人一人が自らの良さや可能性を見つけ、充実感
をもって自己実現が図れるよう各学校の特色に応じた教育環境を推進する必要があり、魅力ある学校づくりを通
じて将来の兵庫県を担う人材の育成に有効である。
・各校からの研究内容の提案を十分精査し予算配分を行うなど、コスト面での工夫を図るとともに、生徒が魅力
を感じる教育内容を展開するため創意工夫を促し、各校の魅力・特色づくりにつなげる。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課 初等・中学校教育班

事 業 名 学習支援ツール活用モデル事業（平成28年度～） 連 絡 先 078-362-3771

3,744 千円 －

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 －

－

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 －

委託料 10,176 千円 7,920 千円

事業費① 10,176 千円 7,920 千円 3,744 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 －

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 －

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) －

(一般財源) (10,176千円) (7,920千円) (3,744千円) －

－

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) －

1.0人 従事人員 －

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 －
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 －

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 －

従事人員 1.0人 従事人員 －

19,213 千円 16,597 千円 12,648 千円 －

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 －

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] －

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
「全国学力・学習状況調
査」における学力調査(８科
目）で全科目全国平均以
上の科目数（地域創生戦
略推進に係るアクションプ
ラン）

目 標 8 8 8 －

［うち事業拡大分］ － － －

8

実 績 ( 見 込 ) 6 5 (8) － 【令和元年度】

－

達成率(見込) 75.0% 62.5% (100.0%) －

(単位当たりコスト) (3,202 千円) (3,319 千円) (1,581 千円) －

5

実 績 ( 見 込 ) 9 9 (5) － 【令和元年度】

学習支援ツール活用モデ
ル事業実施市町数（活力
あるふるさと兵庫実現プロ
グラム）

目 標 9 9 5 －

(単位当たりコスト) (2,135 千円) (1,844 千円) (2,530 千円) －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) (100.0%) (100.0%) (100.0%) －

評
　
　
価

・１校あたりの補助額に上限を設けているものの、モデル市町の選定にあたっては、希望市町から企画提案
書の提出を求め、最小の予算（経費）で最大の効果が得られるよう、コストを抑えた提案内容となっている
か引き続き審査を実施。
・目標の達成度については、本事業のねらいとしている学力の向上と学習意欲の向上に関係する指標を用い
た。
・Ｒ１モデル事業を終了し、効果的な事例等についての周知を図った上で、Ｒ２は各市町で展開する。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 体育保健課学校体育班

事 業 名 運動部活動活性化推進事業（平成29年度～） 連 絡 先 078-362-3787

836 千円 836 千円

補助金・交付金 3,034 千円 0 千円 197 千円 197 千円

62,316 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 6,122 千円 6,122 千円 33,408 千円 61,283 千円

委託料 1,013 千円 434 千円

事業費① 11,784 千円 8,244 千円 34,441 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 1,615 千円 1,688 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (12,996千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (11,784千円) (8,244千円) (21,445千円) (40,637千円)

(21,679千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

12,688 千円 9,112 千円 35,332 千円 63,215 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [197千円] [27,875千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
中学校部活動指導員の配
置市町組合数（H29は外部
指導者）

目 標 － － 21市町組合 28市町組合

［うち事業拡大分］ － － [9千円]

実 績 ( 見 込 ) － － (21市町組合) （28市町組合）

[996千円]

達成率(見込) － － － －

(単位当たりコスト) － － (1,682 千円) (2,258 千円)

実 績 ( 見 込 ) 55 55 (55) (55)

高等学校部活動指導員の
配置人数（Ｈ29、30は外部
指導者）

目 標 55 55 55 55

(単位当たりコスト) (231 千円) (166 千円) (642 千円) (1,149 千円)

［うち事業拡大分］ － － [4千円] [507千円]

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・中学校は平成30年度から、高等学校は次年度から指導者不足により専門的な技術指導を受けられない生徒
のために、部活動指導員を配置する。（※中学校部活動指導員配置促進事業はH31より本事業と統合）
・中学校部活動指導員の配置を希望する市町のうち、地域の人材不足により部活動指導員の配置が困難な市
町に限り、民間が行うＩＣＴを活用したオンラインによる遠隔技術指導を受けることで、指導に悩む部活動
顧問をサポートするとともに、一人でも多くの生徒がスポーツを楽しみ、成長できる環境を整える。
・これらの取組により、正しい理解に基づく技術の向上や生徒の能力に応じた適切な練習法の導入、事故や
けがの防止など「部活動の質的な向上」を図る。

３
年
目
の
見
直
し

―



事務事業評価調書

施 策 体 系 次代を支え挑戦する人を創る 所 管 課 班 教職員課業務改善班

事 業 名 教職員勤務時間適正化事業（平成30年度～） 連 絡 先 078-362-9424

0 千円 0 千円

補助金・交付金 － 0 千円 0 千円 0 千円

113,614 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － 33,875 千円 91,056 千円 99,353 千円

委託料 － 0 千円

事業費① － 33,875 千円 105,285 千円

貸付金 － 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 － 0 千円 14,229 千円 14,261 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － (11,291千円) (11,956千円)

(その他[         ]) － (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) － (22,584千円) (93,329千円) (77,467千円)

(36,147千円)

(県債) － (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

－ 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a － 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b － 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ 34,743 千円 106,176 千円 114,513 千円

退職手当引当金繰入額 c － 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] － [0千円] [66,648千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
県立学校教職員1人あたり
年休取得日数

目 標 － 10 10 10

［うち事業拡大分］ － － [5,419千円]

10日以上

実 績 ( 見 込 ) － 12.3 (12.3) (12.3)

－

達成率(見込) － 123.0% (123.0%) (123.0%)

(単位当たりコスト) － (2,825 千円) (8,632 千円) (9,310 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

（県立学校）
・県立学校教員等の超過勤務縮減を図るため、授業準備等を担う県立学校業務支援員（地域の外部人材）を
県立学校152校に配置。
・教育職員の業務量の適切な管理等に関する方針を定め、従事時間申告表による在校等時間の適正な管理を
行うとともに、定時退勤日等の完全実施や各学校での業務改善に取組む組織体制を確立など、教職員の意識
改革を図り、教職員の総業務量の削減を目指す。
（市町立学校）
・授業準備等を担うスクール・サポート・スタッフを各市町１名ずつモデル的に配置している。
・各市町教育委員会においても、県と同様に教育職員の業務量の適切な管理等に関する方針を定めることに
なることから、この方針に基づく総業務量の削減に向けた取組みを、県として支援していく。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課 初等・中学校教育班

事 業 名 スーパーティーチャー派遣事業（平成21年度～） 連 絡 先 078-362-3771

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

13,351 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 13,578 千円 13,693 千円 13,693 千円 13,351 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 13,578 千円 13,693 千円 13,693 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (13,578千円) (13,693千円) (13,693千円) (13,351千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

22,615 千円 22,370 千円 22,597 千円 22,334 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
ｽｰﾊﾟｰﾃｨｰﾁｬｰの派遣述べ
回数全小中学校数以上
（21世紀兵庫長期ﾋﾞｼﾞｮﾝ
フォローアップ指標）

目 標 846 843 841 836

［うち事業拡大分］ － － －

836

実 績 ( 見 込 ) 847 954 (980) (980)

－

達成率(見込) 100.1% 113.2% (116.5%) (117.2%)

(単位当たりコスト) (27 千円) (23 千円) (23 千円) (23 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

平成２８年度に事業の見直しを行い、配置人数を１８人から１２人に縮小したが、勤務期間を年間10ヶ月か
ら11ヶ月に延長することにより、訪問体制の維持を図っている。
　各教育事務所に設置する学力向上支援チーム会議を通じて、日頃より市町や学校と情報を共有し、課題に
即応した派遣を行っており、実施コスト面での効率化を図っている。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 高校教育課教育指導班

事 業 名
外国人児童生徒のための学習支援事業
①高等学校特別入学実施校事業（平成28年度～）

連 絡 先 ０７８－３６２－９４４４

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

29,135 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 10,509 千円 10,547 千円 26,460 千円 26,460 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 11,994 千円 12,020 千円 29,135 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 1,485 千円 1,473 千円 2,675 千円 2,675 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (11,994千円) (12,020千円) (29,135千円) (29,135千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

12,898 千円 12,888 千円 30,026 千円 30,034 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [17,118千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
特別枠を設置する県立高
校に入学し、支援を受けた
生徒数
（地域創生戦略推進に係る
アクションプラン）

目 標 9 9 15 15

［うち事業拡大分］ － － [1,712千円]

15

実 績 ( 見 込 ) 8 (9) (10) (15)

－

達成率(見込) 88.9% (100.0%) (66.7%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (1,612 千円) (1,432 千円) (3,003 千円) (2,002 千円)

80

実 績 ( 見 込 ) 54 (57) (80) (80)

特別枠を設置する県立高
校の日本語指導が必要な
外国人生徒に対する外国
語支援員の１週間当たり
の指導時数

目 標 54 54 80 80

(単位当たりコスト) (239 千円) (226 千円) (375 千円) (375 千円)

［うち事業拡大分］ － － [214千円] －

達成率(見込) 100.0% (105.6%) (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・学習意欲や学力を有するにもかかわらず日本語能力が十分ではないため、全日制高校に進学することが難し
い外国人生徒の学習機会の充実が必要であり、外国人生徒の進路選択の幅を広げるための方策の一つとして有
効である。
・平成28年度からの３年間のモデル校３校において、入学後の外国人生徒に対する適切な支援体制のあり方に
ついて研究を行い、支援員等の効果的な配置方法を確立してきた。それらの成果を踏まえ、支援が必要な生徒
や実施校の地域バランスを考えて実施校数を令和元年度に見直した（３校→５校）

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 人権教育課指導・事業班

事 業 名 ②外国人児童生徒のための学習支援事業（平成28年度～） 連 絡 先 078-362-3770

0 千円 0 千円

補助金・交付金 4,571 千円 4,965 千円 6,006 千円 6,123 千円

6,553 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 6,359 千円 6,368 千円 6,406 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 1,788 千円 1,403 千円 400 千円 430 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (2,119千円) (2,122千円) (2,135千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (4,240千円) (4,246千円) (4,271千円) (4,368千円)

(2,185千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

7,263 千円 7,236 千円 7,297 千円 7,452 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
日本語指導を必要とする
外国人児童生徒が5名以
上在籍する小中学校に支
援員を派遣する市町数
（地域創生戦略事業進捗
指標）

目 標 3 4 4 4

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 3 3 (3) (3)

－

達成率(見込) 100.0% 75.0% (75.0%) (75.0%)

(単位当たりコスト) (2,421 千円) (2,412 千円) (2,432 千円) (2,484 千円)

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － －

－

－

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・日本語指導が必要な外国人児童生徒等に対し、日本語による日本語能力向上のための支援を行い、対象児童生徒
の日本語能力が向上した。
・事業実施を継続していく中で、顕著な実施効果が見られ、実施市町における支援員の派遣校数は増加している。
・日本語指導支援推進校での取組の成果を先行事例としてまとめ、全県発信を行った。
・外国人児童生徒の学習支援につなげるため、派遣対象市町以外にも、事業の周知を行った。
・各市町教委との連携により、指導者の指導力向上を図るとともに、日本語指導支援推進校における先行事例の検
証を通じて、日本語指導方法の改善充実に取り組み、指導体制が確立してきたことで、支援員の資質向上が図られ
た。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 教育企画課教育企画班

事 業 名 高校における遠隔授業調査研究事業（平成30年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－３７７９

0 千円 0 千円

補助金・交付金 － 0 千円 0 千円 0 千円

6,037 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 － 0 千円

事業費① － 5,705 千円 6,094 千円

貸付金 － 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 － 5,705 千円 6,094 千円 6,037 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － (0千円) (0千円)

(その他[         ]) － (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) － (5,705千円) (6,094千円) (6,037千円)

(0千円)

(県債) － (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

－ 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a － 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b － 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

－ 14,382 千円 14,998 千円 15,020 千円

退職手当引当金繰入額 c － 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] － [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
遠隔授業を行った科目数 目 標 － 1 3 4

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) － 2 (3) (4)

－

達成率(見込) － 200.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) － (7,191 千円) (4,999 千円) (3,755 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・遠隔授業システムを活用した高校における遠隔授業の調査研究（H30～R2）を実施することで、小規模校にお
ける学校開設科目の拡大や習熟度別授業の充実など多様な学びを実現に向けた課題や成果を得ることができる。
・H30年度は、遠隔授業システム（機器）の整備や、システムを活用した遠隔地２校（千種高校、和田山高校）
において、数学、情報の授業及び生徒会交流活動を実施した。令和元年度は、国語総合、数学、情報で授業を実
施した。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 高校教育課教育指導班

事 業 名 「ひょうごの達人」招聘事業（平成19年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－３８９８

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

7,504 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 7,441 千円 7,460 千円 7,460 千円 7,504 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 7,441 千円 7,460 千円 7,460 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (7,441千円) (7,460千円) (7,460千円) (7,504千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

9,037 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

16,478 千円 9,196 千円 9,241 千円 9,301 千円

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
実施校数
（地域創生戦略推進に係る
アクションプラン）

目 標 22校 22校 22校 22校

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 22校 22校 （22校） （22校）

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (749 千円) (418 千円) (420 千円) (423 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・生徒の高度な資格取得やスキルアップの支援、教員の専門技術・技能の質的向上と教育力向上のために必
要な事業であり、各分野の専門家を通して、職業学科を設置する高校と地域企業等との人材育成への相互理
解や連携・信頼関係の構築に有効である。
・専門家を招聘して技能伝承研修会を実施したり、優れた技能を有する社会人を特別非常勤講師（非常勤嘱
託員）として採用することで人件費等コスト面の抑制を図っている。
・各種資格取得や検定試験合格に向けた取組の充実が図られているが、更に専門性の高い資格取得等を目指
せるよう、各分野の専門家の招聘を検討していく。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課生徒指導班

事 業 名 スクールカウンセラー配置事業（平成13年度～） 連 絡 先 078-362-3773

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

465,983 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 410,160 千円 412,350 千円 412,350 千円 412,350 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 462,322 千円 465,983 千円 465,983 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 52,162 千円 53,633 千円 53,633 千円 53,633 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (153,428千円) (154,246千円) (154,246千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (308,894千円) (311,737千円) (311,737千円) (311,737千円)

(154,246千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

471,359 千円 474,660 千円 474,887 千円 474,966 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [7,354千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
スクールカウンセラーの小
学校への配置校数

（２１世紀兵庫長期ビジョン
フォローアップ指標）

目 標 127 130 130 130

［うち事業拡大分］ [58千円] － －

全公立小学
校への配置実 績 ( 見 込 ) 127 130 (130) (130)

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (0 千円) (3,651 千円) (3,653 千円) (3,654 千円)

全国平均
（0.70）を

下回る実 績 ( 見 込 ) 0.52 0.65 R2.10公表予定 R3.10公表予定

不登校児童数の割合（小
学校）

（２１世紀兵庫長期ビジョン
フォローアップ指標）

目 標 0.55 0.70 R2.10公表予定 R3.10公表予定

(単位当たりコスト) (906,460 千円) (730,246 千円) － －

［うち事業拡大分］ [14,142千円] － － －

達成率(見込) 105.8% 92.9% － －

評
　
　
価

児童生徒の心理的、情緒的課題や発達障害に係る課題、児童虐待等、学校が抱える課題が複雑化・多様化す
る中、学校と外部福祉関係機関との連携、学校内におけるチーム体制の構築や保護者への支援等の必要があ
る。そのため、社会福祉士、精神保健福祉士等の資格を有する者を配置して、児童生徒が置かれた環境に働
きかけ、状況を改善・支援する本事業は有効である。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 高校教育課生徒指導班

事 業 名 高校生心のサポートシステム（平成13年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－３７７８

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

69,381 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 69,372 千円 69,372 千円 69,377 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 69,372 千円 69,372 千円 69,377 千円 69,381 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (69,372千円) (69,372千円) (69,377千円) (69,381千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

70,276 千円 70,240 千円 70,268 千円 70,280 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
キャンパスカウンセラーの
全県立高等学校への配置
校数

目 標 147 147 147 147

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 147 147 (147) (147)

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (478 千円) (478 千円) (478 千円) (478 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・いじめや非行に係る加害及び被害生徒の立ち直りの支援、不登校生徒の再登校支援等、学校における様々な
問題への対応について専門家の助言を得ながら、研究を進めていく必要はあるが、問題行動への対応や生徒の
心のケアが図られる等、生徒の健全な育成に貢献している。
・生徒の心身の健康問題の複雑化や多様化に伴い、各校の実情を踏まえ、効果的かつ効率的な配置となるよう
検討し、さらにはいじめ対応チームの一員としての一翼を担う等経費の効率的な執行を行っている。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課生徒指導班

事 業 名 学級経営指導員派遣事業（平成25年度～） 連 絡 先 078-362-3773

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

14,290 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 10,563 千円 10,594 千円 10,601 千円 10,996 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 13,727 千円 13,767 千円 13,776 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 3,164 千円 3,173 千円 3,175 千円 3,294 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (4,008千円) (4,021千円) (4,021千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (9,719千円) (9,746千円) (9,755千円) (10,122千円)

(4,168千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

22,764 千円 22,444 千円 22,680 千円 23,273 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
学級経営指導員を派遣し
た学校数

目 標 472 455 444 444

［うち事業拡大分］ － － －

2年目の教員
が所属する
学校数以上実 績 ( 見 込 ) 867 845 (444) (444)

－

達成率(見込) 183.7% 185.7% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (0 千円) (27 千円) (51 千円) (52 千円)

２年目の教
員に１回以

上実 績 ( 見 込 ) 1,781 1,958 (596) (596)

学級経営指導員が指導助
言した回数

目 標 671 623 596 596

(単位当たりコスト) (0 千円) (0 千円) (0 千円) (0 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 265.4% 314.3% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

若手教員の増加の反面、指導を担う教員が減少しており、若手教員を中心にいじめ対応など生徒指導の基盤
となる学級経営の指導力向上を図る必要がある。そのため、教員OBを小・中学校に派遣し、優れた実践例の
提示や学級経営に関する相談・助言により、若手教員の学級経営力、生徒指導力の向上が図ることができ、
有効な事業である。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課生徒指導班

事 業 名 市町スクールソーシャルワーカー配置補助（平成28年度～） 連 絡 先 078-362-3773

0 千円 0 千円

補助金・交付金 36,408 千円 45,920 千円 57,667 千円 54,886 千円

54,886 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 36,408 千円 45,920 千円 57,667 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (10,495千円) (13,237千円) (16,627千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (25,913千円) (32,683千円) (41,040千円) (39,049千円)

(15,837千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

45,445 千円 54,597 千円 66,571 千円 63,869 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [11,747千円] [9,512千円] [11,974千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
スクールソーシャルワー
カー配置校区数
※Ｒ１までは増加数
　 Ｒ２は配置校数

（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）

目 標 39 29 33 173

［うち事業拡大分］ [287千円] [226千円] [342千円]

全173中学
校区への配

置実 績 ( 見 込 ) 41 42 (35) (173)

－

達成率(見込) 105.1% 144.8% (106.1%) －

(単位当たりコスト) (1,108 千円) (1,300 千円) (1,902 千円) －

全国平均
（3.81）を

下回る実 績 ( 見 込 ) 3.63 4.30 R2.10公表予定 R3.10公表予定

不登校生徒数の割合の減
少（中学校）

（２１世紀兵庫長期ビジョン
フォローアップ指標）

目 標 3.38 3.81 R2.10公表予定 R3.10公表予定

(単位当たりコスト) (12,519 千円) (12,697 千円) － －

［うち事業拡大分］ [3,236千円] [2,212千円] － －

達成率(見込) 93.1% 112.9% － －

評
　
　
価

児童生徒の心理的、情緒的課題や発達障害に係る課題、児童虐待等、学校が抱える課題が複雑化・多様化す
る中、学校と外部福祉関係機関との連携、学校内におけるチーム体制の構築や保護者への支援等の必要があ
る。そのため、社会福祉士、精神保健福祉士等の資格を有する者を配置して、児童生徒が置かれた環境に働
きかけ、状況を改善・支援する本事業は有効である。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 特別支援教育課教育推進班

事 業 名 インクルーシブ教育システム推進事業（平成25年度～） 連 絡 先 078-362-3774(内5832)

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

81,259 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 61,056 千円 62,755 千円 67,200 千円 71,866 千円

委託料 4,737 千円 0 千円

事業費① 68,626 千円 65,409 千円 72,000 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 2,833 千円 2,654 千円 4,800 千円 9,393 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (26,342千円) (21,803千円) (24,000千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (42,284千円) (43,606千円) (48,000千円) (54,173千円)

(27,086千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

69,530 千円 66,277 千円 72,891 千円 82,158 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
個別の教育支援計画の引
継割合

目 標 100% 100% 100% 100%

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 98% 97% (100%) (100%)

－

達成率(見込) 98.0% 97.0% (1.0%) (1.0%)

(単位当たりコスト) － － － －

実 績 ( 見 込 ) 15校 15校 (16校) (17校)

医療的ケアの必要な幼児
児童生徒に対する看護師
の配置割合
（対象幼児児童生徒のい
る学校全校に配置）

目 標 15校 15校 16校 17校

(単位当たりコスト) (4,635 千円) (4,418 千円) (4,556 千円) (4,833 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

個別の教育支援計画の引継ぎについては、中学校から高等学校への引継ぎにおけるガイドラインを作成する
とともに、効果的な活用について、研修や会議等で周知徹底を図っているところである。また、医療的ケア
を必要とする幼児児童生徒が安全に安心して学校生活を送るために、本事業は必要である。引き続き国庫補
助を活用しながら、継続していく。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課 初等・中学校教育班

事 業 名 ひょうごがんばり学びタイム（平成26年度～） 連 絡 先 078-362-3771

0 千円 0 千円

補助金・交付金 64,200 千円 75,756 千円 84,744 千円 79,170 千円

79,170 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 64,200 千円 75,756 千円 84,744 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (21,400千円) (25,252千円) (28,248千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (42,800千円) (50,504千円) (56,496千円) (52,780千円)

(26,390千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

73,237 千円 84,433 千円 93,648 千円 88,153 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
実績

２年度
目標

最終目標

【年度】
「全国学力・学習状況調
査」における学力調査で全
科目（８科目）全国平均以
上の科目数（地域創生戦
略推進に係るアクションプ
ラン）

目 標 8 8 8 8

［うち事業拡大分］ － － －

8

実 績 ( 見 込 ) 6 5 (3) (8)

－

達成率(見込) 75.0% 62.5% (37.5%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (12,206 千円) (16,887 千円) (31,216 千円) (11,019 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

各市町に事業を委託しており、近隣の教員ＯＢ等の地域人材を活用するなど各市町が工夫して提案する方法
で補充学習実施のための人材を確保することにより、コストの抑制につながっている。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課生徒指導班

事 業 名 兵庫版道徳教育副読本の配布（平成22年度～） 連 絡 先 078-362-3773

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

17,100 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 17,100 千円 17,100 千円 17,100 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 17,100 千円 17,100 千円 17,100 千円 17,100 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (17,100千円) (17,100千円) (17,100千円) (17,100千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

26,137 千円 25,777 千円 26,004 千円 26,083 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
子どものふるさと意識を醸
成するため、兵庫版道徳
教育副読本を活用した年
間時間（小学校）

（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）

目 標 6.0 6.0 6.0 6.0

［うち事業拡大分］ － － －

6時間確保
実 績 ( 見 込 ) 6.0 6.0 (6) (6)

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (4,356 千円) (4,296 千円) (4,334 千円) (4,347 千円)

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

　郷土に誇りを持ち、人と人とのつながりや自己の責任や義務、役割を自覚するなど、自己の生き方の拠り
所となるような心に響く副読本の配布は、子どもたちは道徳教育として、保護者は家庭教育を、地域住民は
地域の子育てを考える共通の教材として必要である。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課生徒指導班

事 業 名 道徳教育推進事業（平成23年度～） 連 絡 先 078-362-3773

4,040 千円 2,856 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

7,425 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 4,000 千円 4,000 千円

事業費① 6,540 千円 8,527 千円 8,584 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 2,540 千円 4,527 千円 4,544 千円 4,569 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (6,540千円) (8,527千円) (8,584千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(7,425千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

15,577 千円 17,204 千円 17,488 千円 16,408 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
保護者・地域住民に対する
兵庫版道徳教育副読本等
を用いた授業公開を全学
級で実施した学校の割合

（２１世紀兵庫長期ビジョン
フォローアップ指標）

目 標 100 100 100 100

［うち事業拡大分］ － － －

全学級での
公開実 績 ( 見 込 ) 84.1 92 (100) (100)

－

達成率(見込) 84.1% 92.4% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (185 千円) (186 千円) (175 千円) (164 千円)

公立全小中
学校の参加実 績 ( 見 込 ) 100 100 (100) (100)

道徳教育推進担当研修の
実施（参加した学校の割
合）

（２１世紀兵庫長期ビジョン
フォローアップ指標）

目 標 100 100 100 100

(単位当たりコスト) (156 千円) (172 千円) (175 千円) (164 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

ひょうご教育創造プランに掲げる「豊かな心」の育成に向けて、兵庫版道徳教育副読本等を活用した「道徳
科」を要とした道徳教育の充実を図る必要がある。推進地域による道徳教育の推進、実践研修の実施、実践
研究のまとめの作成・配布により、各地域の取組を県内に広げることができる。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 高校教育課高校教育推進班

事 業 名 外国人による英語指導の充実（昭和62年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－９４４７

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

658,639 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 466,805 千円 467,025 千円 472,220 千円 472,220 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 652,179 千円 651,686 千円 658,639 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 185,374 千円 184,661 千円 186,419 千円 186,419 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[国際交流事業交付金]) (171,618千円) (171,833千円) (172,575千円) (174,271千円)

(一般財源) (480,561千円) (479,853千円) (486,064千円) (484,368千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.4人 従事人員 0.4人

3,614 千円 3,470 千円 3,561 千円 3,593 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員

職員給与費　　　　   a 3,136 千円 3,126 千円 3,083 千円 3,078 千円

賞与引当金繰入額     b 218 千円 219 千円 218 千円 219 千円

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

655,793 千円 655,156 千円 662,200 千円 662,232 千円

退職手当引当金繰入額 c 260 千円 125 千円 260 千円 296 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
外国人外国語指導助手指
導校数（高校）

目 標 147 147 147 147

［うち事業拡大分］ － － －

全県立高校で実施

実 績 ( 見 込 ) 147 147 (147) (147)

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (4,461 千円) (4,457 千円) (4,505 千円) (4,505 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・経済・社会等のグローバル化が進展する中、国際社会において地球的視野に立ち、主体的に行動する態
度、能力を培い、国際的に活躍できるグローバル人材を育成するためには、英語のコミュニケーション能力
を身につけることが必要であり、事業としても有効である。
・国際系学科などへの重点配置など、各学校の特色に応じて配置することで、全県立高等学校へ効率的にALT
の配置を行なっている。スピーキングテスト、ライティング指導などが充実し、生徒の学習効果をより丁寧
に評価できている。
・全県立高等学校へのALT配置により、英語によるコミュニケーション能力の向上や異文化理解への態度の育
成、幅広い国際的な視野の育成が図られており、今後も目標達成に向け計画的に取組を進める。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 高校教育課高校教育推進班

事 業 名 高校生留学促進事業（平成24年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－９４４７

0 千円 0 千円

補助金・交付金 19,000 千円 17,100 千円 15,270 千円 28,875 千円

30,369 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 20,764 千円 18,864 千円 17,034 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 1,764 千円 1,764 千円 1,764 千円 1,764 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (16,264千円) (14,364千円) (13,734千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (4,500千円) (4,500千円) (3,300千円) (13,300千円)

(17,069千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.4人 従事人員 0.6人

3,614 千円 3,470 千円 3,561 千円 5,390 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員

職員給与費　　　　   a 3,136 千円 3,126 千円 3,083 千円 4,617 千円

賞与引当金繰入額     b 218 千円 219 千円 218 千円 329 千円

従事人員 0.4人 従事人員 0.6人

24,378 千円 22,334 千円 20,595 千円 35,759 千円

退職手当引当金繰入額 c 260 千円 125 千円 260 千円 444 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [10,000千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
高校生の海外留学支援者
数

目 標 160 160 160 160

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 127 131 (160) (160)

[63千円]

達成率(見込) 79.4% 81.9% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (192 千円) (170 千円) (129 千円) (223 千円)

2.5%

実 績 ( 見 込 ) － － － (2.0%) 【令和４年度】

高校生の海外留学者率 目 標 － － － 2.0%

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － 100.0%

評
　
　
価

　国際社会において地球的視野に立ち、主体的に行動する態度、能力を培い、国際的に活躍できるグローバ
ル人材を育成するため、英語のコミュニケーション能力を身につけ、高校生が主体性、積極性を持って海外
に目を向ける環境を整え、海外留学の支援をすることができ、生徒の語学力向上への意欲を高めている。
　海外留学の支援対象者選考については、市立・私立高等学校も含めて、（公財）兵庫県高等学校教育振興
会に委託し一括実施することで、選考にかかる経費の抑制を図っている。
　外国語学習に熱心に取り組み留学を希望するも、家庭の経済的な理由により参加が困難な生徒を支援する
ことにより、高校生の海外留学者率の向上図る。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 高校教育課高校教育推進班

事 業 名 県立高校国際交流事業（平成19年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－９４４７

0 千円 0 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

9,875 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 10,116 千円 10,116 千円 10,116 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 10,116 千円 10,116 千円 10,116 千円 9,875 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (10,116千円) (10,116千円) (10,116千円) (9,875千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.6人 従事人員 0.6人

5,423 千円 5,207 千円 5,343 千円 5,390 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員

職員給与費　　　　   a 4,705 千円 4,690 千円 4,625 千円 4,617 千円

賞与引当金繰入額     b 327 千円 329 千円 327 千円 329 千円

従事人員 0.6人 従事人員 0.6人

15,539 千円 15,323 千円 15,459 千円 15,265 千円

退職手当引当金繰入額 c 391 千円 188 千円 391 千円 444 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.6人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
将来、外国へ留学したり、
国際的な仕事に就いたりし
てみたいと思う高校生(3年
生)の割合

目 標 47.0 50 50 50

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 48.5 44.3 (50) (50)

－

達成率(見込) 103.2% 88.6% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (320 千円) (346 千円) (309 千円) (305 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

　高校生が海外でのホームステイや現地高校生との交流をとおして、異文化を理解・尊重する態度を身につ
け、高校生の幅広い国際的視野を育成するために必要であるとともに、教育関係者が国際的識見を高め、指
導力向上を図り、次世代を担う生徒の育成に必要な事業である。
　派遣先及び派遣元国において、相互主義に基づく協定書を締結し、役割分担を整理しており、高校生交流
については、生徒渡航費用を受益者負担とするなど、受益と負担の適正化を図っている。また、教員交流に
ついては、教員育成及び教育内容充実の一環として県費負担により実施することが妥当である。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 高校教育課教育指導班

事 業 名 スーパーグローバルハイスクール事業（平成26年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－９４４７

0 千円 －

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 －

－

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 －

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 40,000 千円 40,000 千円 30,000 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 －

その他需用費等 40,000 千円 40,000 千円 30,000 千円 －

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (40,000千円) (40,000千円) (30,000千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) －

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) －

－

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) －

0.2人 従事人員 －

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 －
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 －

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 －

従事人員 0.2人 従事人員 －

41,807 千円 41,736 千円 31,781 千円 －

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 －

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] －

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
課題研究に関する国外の
研修参加者数

目 標 270 270 230 －

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) 302 270 (230) －

－

達成率(見込) 111.9% 100.0% (100.0%) －

(単位当たりコスト) (138 千円) (155 千円) (138 千円) －

360

実 績 ( 見 込 ) 596 360 (360) － 【令和元年度】

課題研究に関して企業や
大学教員等の外部人材が
参画した延べ人数
（地域創生戦略推進に係
るアクションプラン）

目 標 360 360 360 －

(単位当たりコスト) (70 千円) (116 千円) (88 千円) －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － (100.0%) －

評
　
　
価

  急速にグローバル化が進展する状況を踏まえ、将来、国際的に活躍できるグローバル・リーダーを高等学
校段階から育成する必要がある。そのために、海外の大学・高校、国際機関、国内の大学･企業等と協働で調
査研究に取り組むことは、グローバル・リーダ－に必要な社会課題に対する関心と深い教養、コミュニケー
ション能力、問題解決力等の国際的素養を身につけるための体制整備に有効。
  国で新たに展開される「地域との協働による先進的教育研究開発事業」において本事業の成果を踏まえた
取組を実施。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 高校教育課高校教育推進班

事 業 名 ひょうごスーパーハイスクール事業（平成30年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－９４４７

0 千円 0 千円

補助金・交付金 － 0 千円 0 千円 0 千円

15,000 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 － 0 千円

事業費① － 15,000 千円 15,000 千円

貸付金 － 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 － 15,000 千円 15,000 千円 15,000 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － (0千円) (0千円)

(その他[         ]) － (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) － (15,000千円) (15,000千円) (15,000千円)

(0千円)

(県債) － (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

－ 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a － 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b － 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ 15,868 千円 15,891 千円 15,899 千円

退職手当引当金繰入額 c － 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] － [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
課題研究に関する国外の
研修参加者数

目 標 － 300 300 300

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) － 147 (300) (300)

－

達成率(見込) － 49.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) － (108 千円) (53 千円) (53 千円)

実 績 ( 見 込 ) － 529 (500) (500)

課題研究に関して大学や
企業の外部人材が参画し
た延べ人数

目 標 － 400 500 500

(単位当たりコスト) － (30 千円) (32 千円) (32 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － 132.3% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

  急速にグローバル化が進展する状況を踏まえ、将来、国際的に活躍できるグローバル・リーダーを高等学校段階から
育成する必要がある。
  教育委員会と各学校との事務分担等を整理し、事業効果を高めつつ、事業終了後も各学校が取組を継続できるよう経
費面での効率的運用を図る。
  今後も海外の大学・高校、国際機関、国内の大学･企業等と協働で調査研究に取り組むなど、グローバル人材育成を図
るため、県立高等学校の現在の取組をさらに発展させる。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班
高校教育課 高校教育推進班
教育指導班（高校改革担当・産業
教育担当）

事 業 名 地域との協働による先進的教育研究開発事業（令和元年度～） 連 絡 先
０７８－３６２－９４４７
０７８－３６２－３８１７
０７８－３６２－３８９８

0 千円 0 千円

補助金・交付金 － － 0 千円 0 千円

21,900 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 0 千円 0 千円

委託料 － －

事業費① － － 15,000 千円

貸付金 － － 0 千円 0 千円

その他需用費等 － － 15,000 千円 21,794 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － － (15,000千円)

(その他[         ]) － － (0千円) (0千円)

(一般財源) － － (0千円) (0千円)

(21,900千円)

(県債) － － (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

－ － 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

職員給与費　　　　   a － － 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b － － 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ － 15,891 千円 22,799 千円

退職手当引当金繰入額 c － － 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

[うち事業拡大分] － － [0千円] [14,992千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
国の指定を受けた学校数 目 標 － － 3 5

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) － － (2) (5)

[2,998千円]

達成率(見込) － － (66.7%) (100.0%)

(単位当たりコスト) － － (7,946 千円) (4,560 千円)

100%

実 績 ( 見 込 ) － － (100%) (100%) 【令和３年度】

国の指定を受けた学校で、
先進的な研究に取り組む
生徒の割合

目 標 － － 100% 100%

(単位当たりコスト) － － (159 千円) (228 千円)

［うち事業拡大分］ － － － [150千円]

達成率(見込) － － (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

  Society5.0の実現に向け、地域を分厚く支える人材の育成が必要である。そのために、高等学校が自治体、
大学、産業界等と協働してコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等の探究的な学びを実現する取組を推進
することが必要である。
　教育委員会と各学校との事務分担等を整理し、事業効果を高めつつ、事業終了後も各学校が取組を継続でき
るよう経費面での効率的運用を図る。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 高校教育課教育指導班

事 業 名 高大接続改革推進事業（学力向上モデル校事業）（令和元年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－９４４４

0 千円 0 千円

補助金・交付金 － － 0 千円 0 千円

15,957 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 0 千円 0 千円

委託料 － －

事業費① － － 13,166 千円

貸付金 － － 0 千円 0 千円

その他需用費等 － － 13,166 千円 15,957 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － － (0千円)

(その他[         ]) － － (0千円) (0千円)

(一般財源) － － (13,166千円) (15,957千円)

(0千円)

(県債) － － (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

－ － 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

職員給与費　　　　   a － － 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b － － 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ － 14,057 千円 16,856 千円

退職手当引当金繰入額 c － － 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

[うち事業拡大分] － － [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
指定校における大学教授
等による発展的な授業の
回数

目 標 － － 25 30

［うち事業拡大分］ － － －

45

実 績 ( 見 込 ) － － (15) (30)

－

達成率(見込) － － (60.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) － － (937 千円) (562 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・地域の学びの中核として有為な人材を育成してきた地方の県立高校が、その役割を発揮できるように、高
校と大学が連携して発展的高大接続プログラムを実施する。
・指定校（３校）において、大学が開発した教育プログラムを取り入れた教育課程を開発・実践することに
より、生徒の学力向上を図る方策の一つとして有効である。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班
高校教育課教育指導班
（高校改革担当）

事 業 名 STEAM教育（新たな文理融合型教育）の展開（令和２年度～） 連 絡 先 ０７８－３６２－３８１７

－ 0 千円

補助金・交付金 － － － 0 千円

19,500 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － － 0 千円

委託料 － －

事業費① － － －

貸付金 － － － 0 千円

その他需用費等 － － － 19,500 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － － －

(その他[         ]) － － － (0千円)

(一般財源) － － － (9,750千円)

(9,750千円)

(県債) － － － (0千円)

－ 従事人員 0.5人

－ － － 4,492 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

職員給与費　　　　   a － － － 3,848 千円

賞与引当金繰入額     b － － － 274 千円

従事人員 － 従事人員 0.5人

－ － － 23,992 千円

退職手当引当金繰入額 c － － － 370 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

[うち事業拡大分] － － － [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
指定校が招聘した外部の
専門家の人数

目 標 － － － 15

［うち事業拡大分］ － － －

実 績 ( 見 込 ) － － － (15)

－

達成率(見込) － － － 100.0%

(単位当たりコスト) － － － (1,599 千円)

STEAM教育本格実施

実 績 ( 見 込 ) － － － － 【令和５年度】
STEAM教育の本格実施
（新学科・コース・類型の設
置等）

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

　Society5.0時代において、実社会で起こる諸問題を解決に導く力や、ICT、IoT等を活用した新たな価値を生み
出す力を備えた人材の育成が急務である。
　この人材を可能とする「STEAM教育」を、中学校及び高等学校教諭に向けた講演会により広報するとともに、
モデル校においてカリキュラム開発を行い、効率的に「STEAM教育」の推進を図る。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課 初等・中学校教育班

事 業 名 地域人材を活用した小学校英語教育支援充実事業（平成29年度～） 連 絡 先 078-362-3771

0 千円 －

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 －

－

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 －

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 10,000 千円 10,000 千円 9,400 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 －

その他需用費等 10,000 千円 10,000 千円 9,400 千円 －

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (3,333千円) (3,333千円) (3,133千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) －

(一般財源) (6,667千円) (6,667千円) (6,267千円) －

－

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) －

1.0人 従事人員 －

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 －
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 －

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 －

従事人員 1.0人 従事人員 －

19,037 千円 18,677 千円 18,304 千円 －

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 －

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] －

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
小学校外国語における地
域人材等の外部人材活用
した実施校数（地域創生戦
略推進に係るアクションプ
ラン）

目 標 200 400 588 －

［うち事業拡大分］ － － －

588

実 績 ( 見 込 ) 177 400 (588) － 【令和元年度】

－

達成率(見込) 88.5% 100.0% (100.0%) －

(単位当たりコスト) (108 千円) (47 千円) (31 千円) －

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・令和２年度からの小学校外国語活動及び英語科の実施に伴い、市町及び学校における英語指導の充実を図
る。
・各市町での事業実施にあたっては、教員ＯＢ等地域人材を活用するなど、各市町が工夫して事業実施する
とともに、国事業（国庫1/3）を活用することでコストを抑制。
・地域によっては地域人材の確保に課題が見られたことから、県内大学との連携や各市町を対象とした説明
会で人材確保を呼びかけ、事業を実施。
・令和元年度で全小学校（588校）において、地域人材等の外部人材活用した英語指導の充実が図られ、令和
２年度から各市町及び学校で小学校外国語活動及び英語科を本格実施。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 教職員課　管理・調整班

事 業 名 メンタルヘルス総合対策事業（平成16年度～） 連 絡 先 078-362-3749

5,090 千円 5,090 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

22,191 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 12,771 千円 12,864 千円 12,864 千円 12,440 千円

委託料 4,997 千円 4,997 千円

事業費① 21,653 千円 21,544 千円 21,645 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 3,885 千円 3,683 千円 3,691 千円 4,661 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (21,653千円) (21,544千円) (21,645千円) (22,191千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

22,557 千円 22,412 千円 22,536 千円 23,090 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
療養者数の減少 目 標 184 184 184 184

［うち事業拡大分］ － － －

184人以下
（H25の数値

（230人）から
20％減

実 績 ( 見 込 ) 221 246 (218) (184)

－

達成率(見込) 83.3% 74.8% (84.4%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (102 千円) (91 千円) (103 千円) (125 千円)

15%以内
実 績 ( 見 込 ) 0 23 (0) (15)

リワーク支援プログラム参
加者の再発率(%)（復帰後１
年以内）

目 標 15 15 15 15

(単位当たりコスト) － (974 千円) － (1,539 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 100.0% 65.2% 100.0% (100.0%)

評
　
　
価

・療養者数について、令和元年度は減少する見込みであるものの、依然として目標値とは開きがあるため、さら
なる取組みが必要である。
・平成30年度未達成であったリワーク支援プログラム参加者の再発率については、令和元年度は達成見込みであ
るが、再発防止に有効なプログラムであることから、引き続き実施する。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 義務教育課 初等・中学校教育班

事 業 名 幼児教育連携促進事業（令和元年度～） 連 絡 先 078-362-3771

0 千円 0 千円

補助金・交付金 － － 0 千円 0 千円

10,622 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 0 千円 0 千円

委託料 － －

事業費① － － 17,503 千円

貸付金 － － 0 千円 0 千円

その他需用費等 － － 17,503 千円 10,622 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － － (0千円)

(その他[         ]) － － (0千円) (0千円)

(一般財源) － － (17,503千円) (10,622千円)

(0千円)

(県債) － － (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

－ － 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

職員給与費　　　　   a － － 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b － － 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

－ － 26,407 千円 19,605 千円

退職手当引当金繰入額 c － － 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

[うち事業拡大分] － － [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
幼児教育の質の向上を図
る研修会に参加した園所
の割合

目 標 － － 80 80

［うち事業拡大分］ － － －

80

実 績 ( 見 込 ) － － (46) (80)

－

達成率(見込) － － (56.9%) (100.0%)

(単位当たりコスト) － － (580 千円) (245 千円)

100

実 績 ( 見 込 ) － － (100) (100)

学びの連続性に関する園
内研修を実施した園所の
割合

目 標 － － 100 100

(単位当たりコスト) － － (264 千円) (196 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

子ども子育て支援新制度により、幼保一元化が図られ、３歳児以上の幼児期の終わりまでに育ってほしい姿
が共通して示された。そのため、幼稚園、認定こども園、保育所の関係する機関が連携して、教員等の能力
アップ、保護者の幼児教育に対する理解の推進等について協議を行い、幼児教育の更なる充実が求められる
ことから事業の実施を行う。実施にあたっては、各幼児教育施設の教員等を対象とした既存の研修事業との
関連を図り、内容やコストの効率化を図る。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 未来に挑む人づくり 所 管 課 班 社会教育課社会教育班

事 業 名 地域と学校の連携・協働体制構築事業（平成28年度～） 連 絡 先 078-362-3782

0 千円 0 千円

補助金・交付金 94,638 千円 98,512 千円 80,725 千円 80,725 千円

84,949 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 100,832 千円 103,584 千円 84,927 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 6,194 千円 5,072 千円 4,202 千円 4,224 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (49,383千円) (50,946千円) (41,761千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (51,449千円) (52,638千円) (43,166千円) (43,180千円)

(41,769千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.8人 従事人員 0.8人

7,230 千円 6,941 千円 7,123 千円 7,186 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

職員給与費　　　　   a 6,273 千円 6,253 千円 6,166 千円 6,156 千円

賞与引当金繰入額     b 436 千円 438 千円 436 千円 438 千円

従事人員 0.8人 従事人員 0.8人

108,062 千円 110,525 千円 92,050 千円 92,135 千円

退職手当引当金繰入額 c 521 千円 250 千円 521 千円 592 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
地域住民による学校地域
連携の仕組みを有する小・
中学校の割合（政令市・中
核市を除く）

（活力あるふるさと兵庫実
施プログラム目標における
指標）

目 標 90 100 100 －

［うち事業拡大分］ － － －

100

実 績 ( 見 込 ) 90 97 (100) － 【令和元年度】

－

達成率(見込) 100.0% 97.0% (100.0%) －

(単位当たりコスト) (1,201 千円) (1,139 千円) (921 千円) －

100

実 績 ( 見 込 ) － － (42) (50) 【令和５年度】

統括的な地域学校協働活
動推進員を配置する市町
の割合（政令市・中核市を
除く）

（第３期ひょうご教育創造
プランにおける指標）

目 標 － － 35 50

(単位当たりコスト) － － (2,192 千円) (1,843 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － (120.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・地域学校協働本部（地域住民による学校地域連携の仕組み）の設置を進めることができ、積極的な地域学
校協働活動が実施されている。
・令和2年度からは、「地域学校協働本部」が持続可能な仕組みとするための体制整備に引き続き取り組むと
ともに、「地域学校協働本部(活動)」、「学校運営協議会（コミュニティ・スクール(CS)）」等、地域と学
校が連携・協働する仕組みの一体的推進を図る。

３
年
目
の
見
直
し

－


